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決算は、年度始まりの４月から翌年３月までの１年間に、皆さんが納めた税金を含めて、市にどれくらい
の収入があり、またどのようにお金を使ったかということを数字で表したものです。
今回の特集は、平成２１年度決算についてのお知らせと平成２１年度のまちづくりを振り返ります。

平成  21年度 問い合わせ 市財政課（福間庁舎）　☎４３・８１１４決算報告

一般会計

項 目

歳 入

歳 出

金   額

２１１億
４，８６６万２千円

表１

２０６億
３，８９０万９千円

前年度比

１６．７%
増

１６．６%
増

一
般
会
計
ベ
ー
ス
で
は
、歳
入
が
二
一一

億
四
八
六
六
万
円
、歳
出
が
二
〇
六
億
三

八
九
一
万
円
で
し
た
。歳
入
か
ら
歳
出
を

差
し
引
い
た
額
か
ら
翌
年
度
に
繰
り
越

し
て
実
施
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事
業

の
費
用
、一
億
一
二
二
三
万
円
を
差
し
引

い
た
額
を
実
質
収
支
と
い
い
ま
す
。一
般

会
計
の
実
質
収
支
額
は
三
億
九
七
五
二

万
円
と
な
り
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

平
成
二
十
一
年
度
の
歳
入
は
前
年
度

に
比
べ
十
六
・
七
％
増
と
な
り
ま
し
た
。

主
な
要
因
と
し
て
は
、国
庫
支
出
金
に
お

い
て
、定
額
給
付
金
に
係
る
補
助
金
や
、

地
域
活
性
化
・
経
済
危
機
対
策
に
係
る
交

付
金
が
交
付
さ
れ
た
た
め
、前
年
度
と
比

べ
七
四
・
四
％
と
大
幅
に
増
加
し
た
こ
と

が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

一
般
会
計
の
全
体
収
支（
表
１
）

一
般
会
計
の
歳
入
（
グ
ラ
フ
１
）

前
年
度
に
引
き
続
き
決
算
規
模
は
増
加

国
庫
支
出
金
が
大
幅
に
増
加

歳
入
は
大
き
く
分
け
て
自
主
財
源
と

依
存
財
源
が
あ
り
ま
す
。自
主
財
源
と
は

市
が
独
自
に
調
達
で
き
る
収
入
の
こ
と

で
、市
税
や
、繰
入
金
、使
用
料
や
手
数
料

な
ど
の
こ
と
で
す
。

一
方
、依
存
財
源
と
は
国
や
県
よ
り
交

付
さ
れ
る
収
入
や
借
金（
借
入
）の
こ
と

で
、地
方
交
付
税
や
、国
・
県
支
出
金
、市

債
な
ど
が
こ
れ
に
該
当
し
ま
す
。自
主
財

源
の
割
合
が
多
い
ほ
ど
、財
政
に
市
の
自

主
性
と
安
定
性
が
確
保
さ
れ
て
い
る
と

い
え
ま
す
。

市
の
収
入
で
最
も
大
き
な
割
合
を
占

め
る
の
は
、市
民
税
や
固
定
資
産
税
、
軽

自
動
車
税
な
ど
の
市
税
五
二
億
二
〇
九
六

万
円
で
、収
入
の
二
四
・
七
％
と
な
っ
て

い
ま
す
。市
税
と
並
ん
で
大
き
な
割
合
を

占
め
る
の
が
地
方
交
付
税
で
す
。地
方
交

付
税
は
、国
が
徴
収
し
た
税
の
一
部
を
、

市
や
町
が
等
し
く
ま
ち
づ
く
り
が
で
き

る
よ
う
に
、使
途
を
限
定
せ
ず
に
一
定
の

割
合
で
交
付
さ
れ
る
交
付
金
で
す
。こ
れ

自
主
財
源
力
が
乏
し
く
、
厳
し
い
財
政

状
況

は
四
七
億
三
九
四
万
円
で
二
二
・
二
％
と

な
っ
て
い
ま
す
。

歳
入
に
つ
い
て
は
、前
年
度
か
ら
増
額

と
な
っ
て
い
ま
す
が
、今
般
の
景
気
悪
化

の
影
響
か
ら
、自
主
財
源
で
あ
る
市
税
が

減
収
に
な
っ
た
こ
と
や
、財
産
収
入
が
減

額
と
な
っ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、自
主
財

源
の
割
合
は
三
四
・
九
％
、依
存
財
源
が

六
五
・一
％
と
な
り
ま
し
た
。
前
年
度
と
比

べ
自
主
財
源
比
率
は
四
・
〇
ポ
イ
ン
ト
減
少

し
て
お
り
、市
の
財
政
状
況
は
自
主
財
源

力
が
乏
し
く
厳
し
い
も
の
と
い
え
ま
す
。

市
の
会
計
は
、市
の
運
営
の
基
本
的
な
経
費
を
計
上
す
る「
一
般
会
計
」と
、特
定
し

た
事
業
に
係
る
経
費
な
ど
を
計
上
す
る「
特
別
会
計
」の
二
つ
に
分
か
れ
て
い
ま
す
。

歳 入
211億4,866万
2千円

市税
52億2,096万4千円

24.7% 

市債
26億1,417万5千円 

12.4%

地方交付税
  47億393万7円 

22.2%

8億7,645万7千円
4.2%

依存財源
その他

2億
2,715万
3千円
1.1%

6億
9,234万円

3.3%

8億
5,224万円

4.0%

繰入金繰入金

 12億4,384万
6千円5.8%

分担金及び負担金
使用料及び手数料
財産収入
寄附金
諸収入

繰越金
自主財源
その他

地方譲与税、利子割交付金
自動車取得税交付金
配当割交付金
株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金
ゴルフ場利用税交付金
交通安全対策特別交付金
地方特例交付金

国庫支出金
47億

1,755万円 
22.3%

県支出金
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%24
円千7万546,7億8
付交割得所渡譲等式式等株

金付交割当配
金付交税得取車動自
交割子利、税与譲方地

 

 

 

   
 

 

 

金付交例特方地
交別特策対全安通交
金付交税用利場フルゴ

金付交税費消方地

金付

金付交
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県

%2.4

県
%0.4
円万422,5
億8

 

 

 

   
 

 

 

%
財
他その

歳

4.21
円千5万714,1億62

債市

存存財源
その他のそそ

財

金金

存存依依

出支県

 

 

 

   
 

 

 

%

入

7.42
円千4万690,2億25
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%3.3
円万432,9
億6
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%

金 千2
4億112
歳

3.22
円万55

億74
金出支庫

 

 

 

   
 

 

 

繰繰
繰

他

税

円

付交方地

千
万668,4
入

繰
繰

のそ
主自

 

 

 

   
 

 

 

金金
金金

他

入入繰繰
金

%1.1
円千3
万517,2
億2

繰入金

万4834億21

越金越越金金金金
源財
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%2.22
円7万393億74
税付交方地

諸
寄
財
使
分

 

 

 

   
 

 

 

入収諸
金附寄
入収産財

料数手びび手及料用使
金担負びび負及金担分
%8.5円千6
万483,4億21
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妊
産
婦
健
診
事
業

妊
婦
健
康
診
査
の
公
的
負
担
の
回
数
を

五
回
か
ら
十
四
回
に
拡
大
し
、胎
児
お
よ

び
母
体
の
健
康
保
持
と
出
産
に
係
る
経
済

的
負
担
の
軽
減
を
図
り
ま
し
た
。

小
・
中
学
校
情
報
化
教
育
環
境
整
備
事
業

国
の
追
加
経
済
対
策
の
一
環
と
し
て
実

施
さ
れ
た
学
校
Ｉ
Ｃ
Ｔ
環
境
整
備
事
業
を

活
用
し
、市
内
の
小
・
中
学
校
の
パ
ソ
コ
ン

教
室
の
パ
ソ
コ
ン
の
更
新
お
よ
び
電
子
黒

板
の
整
備
を
行
い
ま
し
た
。

Ｊ
Ｒ
福
間
駅
自
由
通
路
整
備
事
業

昨
年
度
に
引
き
続
き
、Ｊ
Ｒ
福
間
駅
の

東
西
を
自
由
に
往
来
で
き
る
よ
う
に
す
る

た
め
、通
路
の
整
備
を
行
い
ま
し
た
。

平
成
二
十
二
年
二
月
に
は
新
駅
舎
が

完
成
し
、そ
れ
に
併
せ
て
西
口
側
階
段
お

よ
び
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
の
供
用
を
開
始
し
ま

し
た
。

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン
環
境
整
備
事
業

公
共
施
設
を
誰
で
も
使
い
や
す
く
優
し

い
も
の
と
す
る
た
め
、県
補
助
金
を
活
用

し
て
、福
間
庁
舎
の
車
い
す
使
用
者
駐
車

場
と
玄
関
ま
で
の
連
絡
通
路
に
屋
根
を
設

置
し
ま
し
た
。

ふ
る
さ
と
雇
用
再
生
特
別
基
金
事
業

雇
用
の
創
出
と
津
屋
崎
千
軒
の
空
き
家

問
題
の
解
決
を
図
る
た
め
、離
職
失
業
者

を
対
象
に
人
材
を
募
集
し
、千
軒
内
の
借

家
で
津
屋
崎
ブ
ラ
ン
チ
を
立
ち
上
げ
ま
し

た
。
こ
こ
で
空
き
家
の
活
用
や
、文
化
学

習
交
流
と
し
て「
新
し
い
ま
ち
づ
く
り
の

学
校
」の
開
催
や
、ま
ち
の
情
報
発
信
を

行
う
た
め
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
開
設
す
る
な

ど
し
て
、地
域
資
源
を
生
か
し
、交
流
・
定

住
人
口
の
増
大
と
経
済
的
に
自
立
し
た
事

業
の
雇
用
創
出
を
図
り
ま
し
た
。

行
政
経
営
の
推
進

平
成
二
十
年
度
に
市
が
実
施
し
た
全

七
七
〇
事
業
に
対
し
て
、
事
後
評
価
を
実

施
し
ま
し
た
。
こ
れ
に
つ
い
て
は
、二
次

評
価
外
部
評
価
を
実
施
し
、市
公
式
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
で
公
開
し
ま
し
た
。

ま
た
、市
総
合
計
画
の
達
成
状
況
や
進

捗
状
況
を
検
証
す
る
た
め
、市
民
ア
ン
ケ

ー
ト
を
実
施
し
て
、市
の
取
り
組
み
に
対

す
る
満
足
度
な
ど
を
分
析
し
、今
後
の
施

策
展
開
の
指
標
な
ど
の
基
礎
デ
ー
タ
と
し

ま
し
た
。

▲車いす使用者駐車場

災害復旧事業費
3,996万円  0.2%

維持補修費 貸付金
投資及び出資金
2億8,483万7千円
1.4%

議会費
労働費
農林水産業費
商工費
消防費
災害復旧費

民生費
50億7,200万1千円 

24.6%

衛生費
20億8,354万
1千円 
10.1%

土木費
46億7,004万9千円 

22.6%

教育費
17億2,666万円

8.4%

総務費
38億3,651万4千円 

18.6%

公債費
18億9,736万円 

9.2%

その他
13億5,278万
4千円 
6.5%

歳 出
（目的別）
206億3,890万
9千円

人件費
27億3,505万4千円 

13.2%

扶助費
26億1,417万5千円 

12.6%

公債費
19億3,401万円 

9.3%

普通建設事業費
41億3,417万9千円 

19.9%

物件費
24億2,826万2千円 

11.7%

14億447万
2千円 6.8%

繰出金
21億9,029万8千円 

10.6%

補助費等
29億6,775万3千円 

14.3%

歳 出
（性質別）
207億
3,300万円

一般会計 歳出（目的別）普通会計 歳出（性質別）

普通会計：一般会計に特別会計
である地域し尿事業・住宅新築
資金等貸付事業特別会計を含
めた会計のこと。

グラフ2グラフ3
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%4.1
千7万384,8億22億
金資金出び及資投
付貸費修補持維

29億9922

  

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

%

322

円
金
金付

億72補助費等
億6 777 万万 千千円
14.3%334

円千333万55776,6億
等費費助補補
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費防消
費工商

費業産水林農
費働労
費会議

億18億881
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3

%
% 3

万
公債費
億9 77 6万万円
9 2%22

円万6663337,
債公

1
そ 他他

1 億億5, 778万
千千円
6.5%566
円千44
万8872225,億333

他のののそ
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%

6

6.01
万920,9億12
金出繰

28,2億42
件物

  

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

%

円

円千8万
金

千2万6
費件

円万003,3
億702
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%

%6.21
円千5万714,1億62

費助扶

公債費
1 億億3 4401万円

9 3%33
円万1043,3億

費
9

債債公

円

）
出

  

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

%

育費
1 億22,666

8 44%4
2
.8
66億7
育

71
費育教教教
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9.2%9

円千9
098,3億602
）別的目（
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%

6.42
円千1万002,7億05

費生民

6.81

万0
）
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円千
万744億41

.11

  

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1
金

%7

,3億14
建通普
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%9.3%

9.91
円千9万714
費業事業設建
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%

衛生費
2 億億8,3
1千円
10.1%

6.22
円千9万400,
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。とこの計会ため
特業事付貸等金資
業事尿し域地るあで
計会般一：計会通普
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平成  21年度 問い合わせ 市財政課（福間庁舎）　☎４３・８１１４決算報告

平
成
二
十
一
年
度
の
歳
出
は
前
年
度

に
比
べ
十
六
・
六
％
増
と
な
り
ま
し
た
。

主
な
要
因
と
し
て
は
、定
額
給
付
金
の
支

給
に
伴
い
、総
務
費
が
前
年
度
と
比
べ
六

三
・
四
％
の
増
加
と
な
っ
た
こ
と
や
、竹

尾
地
区
緑
地
保
全
事
業
や
保
育
所
新
設

に
伴
う
用
地
購
入
費
な
ど
に
伴
い
、土
木

費
が
前
年
度
と
比
べ
二
六
・
三
％
増
加
し

た
こ
と
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

ま
ち
づ
く
り
に
使
っ
た
主
な
も
の
に
つ

い
て
、い
く
つ
か
ご
紹
介
し
ま
す
。

郷
づ
く
り
推
進
事
業

地
域
自
治
を
進
め
る
た
め
、市
内
八

地
域
の
郷
づ
く
り
推
進
協
議
会
に
、
運

営
資
金
・
活
動
資
金
と
し
て
交
付
金
を

交
付
し
ま
し
た
。
人
的
支
援
と
し
て
は
、

郷
づ
く
り
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
四
人
を
、津
屋

崎
、
福
間
南
、
宮
司
、
勝
浦
に
配
置
し
、

担
当
地
域
に
お
い
て
、
協
議
会
運
営
の
支

援
お
よ
び
地
域
の
諸
団
体
と
の
連
携
を

図
り
ま
し
た
。

ま
た
、Ｎ
Ｐ
Ｏ
や
地
域
な
ど
と
市
と
の

共
働
を
進
め
る
た
め
、全
職
員
対
象
の
研

修
を
実
施
し
た
ほ
か
、地
域
自
治
を
育
む

共
働
の
あ
り
方
や
方
向
性
、お
よ
び
共
働

に
向
け
た
具
体
的
施
策
に
つ
い
て
審
議
す

る「
福
津
市
共
働
推
進
会
議
」を
設
置
し

ま
し
た
。

一
般
会
計
の
歳
出（
グ
ラ
フ
２・３
）

補
助
金
な
ど
が
大
幅
に
増
加

古
墳
公
園
建
設
事
業

国
指
定
史
跡
で
あ
る
津
屋
崎
古
墳
群

に
つ
い
て
、
歴
史
的
価
値
や
重
要
性
を
再

認
識
し
、自
然
や
歴
史
・
文
化
を
満
喫
で

き
る
よ
う
古
墳
公
園
を
整
備
す
る
た
め
、

国
県
の
補
助
を
受
け
て
用
地
購
入
を
行

い
ま
し
た
。

ま
た
、「
宗
像
・
沖
ノ
島
と
関
連
遺
産

群
」と
し
て
古
墳
群
を
世
界
遺
産
に
登
録

す
る
た
め
、
国
際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催

や
、マ
ス
コ
ミ
で
の
Ｐ
Ｒ
活
動
を
通
し
、登

録
活
動
を
進
め
ま
し
た
。

エ
ン
ゼ
ル
ス
ポ
ッ
ト
整
備
事
業

Ｊ
Ｒ
福
間
駅
舎
内
に
、子
育
て
支
援
に

関
す
る
機
能
を
持
た
せ
た「
場
」を
設
置

し
、
短
時
間
保
育
事
業
、子
育
て
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
活
動
支
援
事
業
、フ
リ
ー
ス
ペ
ー
ス

事
業
、子
育
て
サ
ロ
ン
事
業
、子
育
て
な

ん
で
も
相
談
事
業
な
ど
の
事
業
を
実
施

す
る
た
め
、設
備
工
事
の
実
施
、備
品
な

ど
の
購
入
を
行
い
ま
し
た
。

福
津
ブ
ラ
ン
ド
推
進
事
業

市
に
お
け
る
地
域
ブ
ラ
ン
ド
を
明
確

に
す
る
た
め
九
州
大
学
と
の
共
同
研
究

で「
福
津
ブ
ラ
ン
ド
戦
略
」を
作
成
し
ま

し
た
。

ま
た
、こ
れ
を
基
に
、商
工
会
や
農
協

な
ど
と
連
携
し
て
、伝
統
工
芸
品
や
農
産

物
な
ど
を「
福
津
の
極
み
」と
し
て
認
定

す
る
と
と
も
に
、ラ
ジ
オ
な
ど
を
通
し
て

Ｐ
Ｒ
活
動
を
行
い
ま
し
た
。

平成２1年度の
事業名

郷づくり推進事業

住みよいまちづくり推進企画活動支援事業

中央公民館改修事業

カレッジ講座運営事業

文化会館改修事業

古墳公園建設事業

学校運営協議会（コミュニティ・スクール）推進事業

小・中学校情報化教育環境整備事業

小学校給食施設整備事業

ふるさと雇用再生特別基金事業

エンゼルスポット整備事業

教育福祉施設用地購入事業

発達支援事業

農業用施設災害復旧事業

地域防災行政無線整備事業

決算額

1,713万3千円

765万円

2,084万6千円

249万5千円

4,438万9千円

3,721万7千円

768万7千円

1億6,799万4千円

1,589万2千円

1,344万8千円

3,776万3千円

1億7,478万6千円

999万7千円

1,868万1千円

1億2,552万7千円

事業名

妊産婦健診事業

男女共同参画推進事業

道路新設改良事業

竹尾地区緑地保全事業

福間駅前広場整備事業

ＪＲ福間駅自由通路整備事業

ＪＲ福間駅西口駐輪場整備事業

福間駅東土地区画整理事業

ユニバーサルデザイン環境整備事業

農業用施設整備事業

定額給付金支給事業

津屋崎千軒活性化事業

福津ブランド推進事業

行政経営推進事業

決算額

2,020万3千円

95万円

6,209万1千円

12億4,739万6千円

4億8,954万8千円

1億6,157万9千円

1億3,447万円

3億150万円

987万3千円

6,081万6千円

8億6,028万1千円

1,505万2千円

417万6千円

104万1千円

主 な 事 業
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市
に
は
、
国
民
健
康
保
険
事
業
や
後

期
高
齢
者
医
療
事
業
な
ど
七
つ
の
特
別

会
計
と
、公
営
企
業
会
計
で
あ
る
水
道
事

業
会
計
が
あ
り
ま
す
。
特
別
会
計
は
、地

方
公
共
団
体
が
特
定
の
事
業
を
行
う
場

合
に
、一
般
会
計
と
は
区
別
し
て
経
理
し

て
い
る
会
計
で
す
。
平
成
二
十
一
年
度
の

特
別
会
計
決
算（
表
２
）

決
算
額
は
表
２
の
通
り
で
、全
て
の
会
計

で
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

一
方
、公
営
企
業
会
計
と
は
、使
用
料

な
ど
の
そ
の
事
業
収
入
で
経
費
を
賄
う
、

独
立
採
算
を
目
的
に
設
置
し
て
い
る
会

計
で
す
。
こ
れ
に
当
た
る
水
道
事
業
会
計

の
収
支
差
し
引
き
は
、
収
益
的
収
支
で

黒
字
、資
本
的
収
支
で
赤
字
と
な
り
ま

し
た
。

平成  21年度 問い合わせ 市財政課（福間庁舎）　☎４３・８１１４決算報告

市にどれだけ自由に使えるお金があるかを見る指標に経常収支比率があります。これは毎年決まって入ってく
るお金（経常的収入）が給与や市債の返済などの毎年決まって支払うお金（経常的な支出）にどれだけ使われてい
るかの割合を示すものです。
経常収支比率＝経常的な支出に使った経常的な収入÷経常的な収入の総額×１００％
平成２１年度は９１．４％で前年度に比べ０．１ポイント悪化しました。これは公共下水道の事業の進捗

しんちょく

によ
り繰出金が増加したことが主な要因です。

市の財政が豊かであるかどうかを判断する指標に財政力指数があります。これは、市税などの標準的な収入で合
理的に行政を行った場合にかかる費用をどれだけ賄

まかな

えるかを表し、過去３年間の平均数値を使います。この数字
が「１」に近いほど財政力が豊かであるといえます。
財政力指数＝基準財政収入額÷基準財政需要額（合理的に行政を行うのに必要な額）
平成２１年度は０．５８５％で前年度に比べ０．０１３ポイント悪化しました。

●財政の余裕状況をみる指数

●財政力の強さをみる指数

※一般会計歳出（目的別）金額と平成２２年３月末現在の住民基本台帳人口55,979人から算出

市民一人当たりの使い道

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

1,941円

83,425円

10,096円

30,845円

712円

33,894円

3,843円

68,535円

90,605円

37,220円

373円

7,201円

57億2,646万3千円
57億886万6千円
2,474万6千円
2,346万4千円
6億6,305万円

6億5,669万6千円
32億3,800万7千円
32億2,289万9千円

2,057万3千円
1,494万4千円
597万2千円
525万6千円

26億3,708万5千円
25億8,801万2千円

8,062万4千円
6,772万8千円
5,173万6千円
3,836万3千円

1.7
1.6

△ 95.7
△ 95.8
3.5
3.4
1.6
5.0
13.9
8.1
13.9
27.9
0.8
2.6

△ 1.1
△ 8.3
25.9
15.8

10億1,710万9,838円
8億8,309万1,123円
1億3,401万8,715円
2,615万4,976円

7億7,410万1,856円
△7億4,794万6,880円

歳入
歳出
歳入
歳出
歳入
歳出
歳入
歳出
歳入
歳出
歳入
歳出
歳入
歳出
歳入
歳出
歳入
歳出

国民健康保険事業

老人保健

後期高齢者医療事業

本木簡易水道事業

公共下水道事業

地域し尿処理施設事業

住宅新築資金等貸付事業

介護保険事業
（保険事業勘定）
介護保険事業

（サービス事業勘定）

水道事業 会計

区　分 決算額 前年度比

区　分 決算額
△ 6.6
△ 7.3
△ 1.7
△ 79.3
62.0

△ 112.8

前年度比

表２  特別会計  決算額

収益的収入（Ａ）
収益的支出（Ｂ）
差引（Ａ）－（Ｂ）
資本的収入（Ｃ）
資本的支出（Ｄ）
差引（Ｃ）－（Ｄ）

   

「地方公共団体の財政健全化に関する法律」の規定により、平成２１年度の市の「財政健全化判断比率」と「資金不足
比率」を公表します。本市の財政健全化判断比率は、いずれも早期健全化基準内であり、また資金不足比率に関しても
資金不足が生じていないため健全であるといえます。

※実質赤字比率、連結実質赤字比率および資金不足比率については、赤字または不足とも生じないため「－」と表示しています。
健全化判断比率とは、財政健全化法第２条で定義付けられた、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費

比率、将来負担比率の４つの比率のことです。また、同条ではこれらの指標のほかに、早期健全化基準と財政再
生基準の２つの基準が定義付けられています。資金不足比率とは、公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に
対する比率のことです。詳しくは下記の通りです。

①実質赤字比率
普通会計を対象とした実質赤字の標準財政規模（※１）に対する比率のこと。
※１　地方公共団体の一般財源の標準的な規模を示したもの。

②連結実質赤字比率
市の全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率のこと。

③実質公債費比率
普通会計などの市債の元利償還金に、一部事務組合などの借入に対する負担を含めた額の標準財政規模に対す

る比率のこと。
④将来負担比率
市や一部事務組合、土地開発公社などが将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率のこと。この

実質的な負債が、今後、市の財政運営を圧迫するかどうかを示す指標。
⑤早期健全化基準
この基準は、自治体の財政状況の黄信号と言われています。上記４つの比率のうちのいずれかが、この早期健

全化基準の数値を超える場合には、財政健全化計画を作成する必要が生じ、自主改善努力が求められます。
⑥財政再生基準
この基準は、自治体の財政状況の赤信号と言われています。上記４つの比率のうち将来負担比率以外の比率

が、この基準に一つでも該当すれば財政再生団体となり、財政再生計画を立て、国などの指導の下で財政の再生
を図ることになります。

「財政健全化判断比率」と「資金不足比率」の公表

財政健全化判断比率

実 質 赤 字 比 率

連結実質赤字比率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

資 金 不 足 比 率

福津市

－※

－※

8.2

27.6

早期健全化基準

13.15

18.15

25.0

350.0

財政再生基準

20.00

40.00

35.0

公共下水道事業

－※

本木簡易水道事業

－※

水道事業

－※

●5 ●6


